
国分寺市地域産業活性化プラン策定業務委託仕様書 

 

１．件名    国分寺市地域産業活性化プラン策定業務委託 

 

２．契約期間  契約締結日の翌日から令和９年３月 31日まで 

 

３．履行場所  国分寺市役所及び国分寺市が指定する場所 

 

４．業務目的 

国分寺市（以下、「本市」という。）では、令和８年度末に「国分寺市地域産業活性化プラ

ン（平成 29年３月策定）」（以下、「現行プラン」という。）の期間が満了となる。 

その間、本市は、地元をキーワードとして、地元を愛する商業、工業、観光、農業に関わ

る事業者、さらには市民が魅力を協創し、楽しむことで、その魅力に惹かれてまちを訪れ

る人が増えることを目標に、様々な施策を展開してきた。 

また、新型コロナウイルス感染症や原材料高騰、消費者ニーズの多様化等の社会経済環

境の急激な変化に、市内事業者が柔軟・適切に対応できるよう、事業基盤の安定化に向け

た支援メニューを充実させ、市内事業者の下支えを行ってきた。 

一方、人手不足や後継者問題の解消に向けた取組強化、デジタル化への対応支援、商店

会や市内中小事業者の稼ぐ力の向上等、市内の更なる産業活性化に向けて解決すべき課題

は山積している。 

こうした状況を踏まえつつ、現行プランでの成果や課題を整理するとともに、本市の地

域産業に関わる様々な事業者や市民の実態や意向等を把握した上で、今後の目指す姿や施

策体系を示し、地元愛にあふれた、ふれあい、にぎわいのあるまちづくりを進めるため、新

たなプランを策定することを目的とする。 

 

５．本仕様書の位置付け 

  本仕様書は、新たな「国分寺市地域産業活性化プラン」の策定業務委託のプロポーザル 

選定において、企画書作成のために業務委託の基本事項等を記載するものである。 

 

６．委託内容 

【令和７年度】 

(１)基礎調査の実施 

  ア．本市の現状・課題の整理 

    現行プランの策定当時と現時点における状況変化等を比較・整理、分析し、本市の

商業、工業、観光、農業の現状等に関する資料や関連する計画を収集、整理する。ま

た、必要な調査を行うことで、産業振興に関する課題を抽出する。 

 



  イ．国や東京都等における産業を取り巻く動向の整理 

    国や東京都等における産業振興に関する施策の方向性を整理する。また、関連する

社会経済動向について整理を行う。 

 

ウ．その他必要な資料の調査・分析の実施 

 

(２)アンケート調査の設計・実施・集計・とりまとめ 

市民や事業者の実態把握等を目的として、以下のアンケート調査を設計・実施する。 

ア．市民向けアンケート調査 

   ・対象：住民基本台帳から無作為に抽出した市民 

   ・標本数：3,000人 

   ・調査方法：郵送による調査票の配布、郵送・ＷＥＢ回収の併用 

   ・設問数（想定）：約 20問 

 

  イ．事業者向けアンケート調査 

   ・対象：市内で事業活動を行う事業所 

   ・標本数：1,000事業所 

   ・調査方法：郵送による調査票の配布、郵送・ＷＥＢ回収の併用 

   ・設問数（想定）：約 20問 

 

 なお、各調査の実施に当たり、以下に留意すること。 

  ・アンケート調査に当たり、以下の仕様にて印刷すること。 

   調査票：Ａ４版、中綴じ製本、モノクロ 

   発送用封筒：各２型、モノクロ（表面に市の市章を配置すること） 

   返信用封筒：長３型、モノクロ 

   ・調査票及び返信用封筒に発送用封筒に封入し、封緘すること。 

   ・本市が用意する宛名ラベルを貼付すること。 

   ・調査票の返送先は本市とし、回収された調査票は適宜引き取ること。 

   ・回収した調査票のデータを入力し、単純集計を行うこと。 

   ・属性項目のクロス集計のほか、必要なクロス集計を実施すること。 

   ・発送にかかる費用は受託者が負担すること。 

 

(３)団体ヒアリング調査  

市内の団体や金融機関、大学等（15団体程度を想定）に対して、ヒアリング調 

査を実施し、客観的な視点から市内産業・地域経済の概況を聴取するとともに、各 

団体・組織における地域経済活性化の取組を把握し、今後の施策・事業につなげる 

ことを目的とする。 

 



(４)本市の産業振興における現状と課題の整理 

既存資料の分析、アンケート調査等の分析、団体ヒアリング調査により、本市の産業振興 

の課題を整理する。 

 

(５)計画策定会議の支援 

計画策定に向けた基礎調査に関わる事項の検討をするために、会議体を設置する。令和

７年度では３回の開催を予定しており、会議資料の作成、会議への出席、議事録の作成等

の必要な業務を行う。 

 

【令和８年度】 

(１)国分寺市地域産業活性化プランに係る提案及び素案の作成 

令和７年度の（４）及び下記の（２）を踏まえて、プラン素案を作成する。なお、素案の 

作成に当たり、以下に留意すること。 

・本市の産業の現状と課題、産業振興に向けた基本方針・方向性・施策、推進体制等を 

検討すること。 

  ・国分寺市総合ビジョンとの整合性を図ること。 

  ・計画体系について、本市と協議し、それに基づく施策内容を検討すること。 

  ・計画実現に向けた各主体の取組及び体制を検討し、本市と実現方策を協議する 

こと。 

 

(２)庁内調査 

  市関係部局への聞き取り調査等を通じて、現行プランの進捗状況を把握し、成果及び課 

題を整理する。 

 

(３) 国分寺市地域産業活性化プラン原案の作成、パブリックコメント・市民向け説明会の 

実施 

（１） の検討を基にパブリックコメットを行うための原案を作成し、パブリックコメ 

ントの実施を支援する。また、市民向けの説明会を支援し、そこで得られた意見を整理 

する。 

  ア.市民説明会 

計画を市民へ周知及び意見を募集するために開催する説明会について、資料作成、 

説明補助等の運営を支援すること。なお、開催回数は１回程度とする。 

 

  イ.パブリック・コメント 

パブリック・コメントの意見をとりまとめ、計画への反映作業及び対応策の検討を 

支援する。 

 

 



(４)新たな国分寺市地域産業活性化プラン原案の修正・確定 

パブリックコメント及び市民向けの説明会における意見等への対応策を検討し、 

新たな国分寺市地域産業活性化プラン原案の修正を行う。 

 

(５)新たな国分寺市地域産業活性化プラン及び概要版の作成 

 確定した新たな国分寺市地域産業活性化プラン及び概要版を作成し、印刷・製本を 

行う。 

 

(６) 計画策定会議等の支援 

  計画策定に向けた事項の検討とともに、具体的な方針や新たな国分寺市地域産業活性 

化プランを策定するために、会議体を設置する。令和８年度では５回の開催を予定し 

ており、会議資料の作成、会議への出席、議事録の作成等の必要な業務を行う。 

 

７．成果品 

 以下の（１）から（４）を作成し、期限までに納品すること。なお、本編、概要版の作成に

当たっては、市民が分かりやすい計画となるよう、レイアウトに工夫を凝らすともに、図表、

イラスト、写真等を使用すること。表紙のデザインについても、本市の特色をいかしたもの

とすること。 

(１) 本編：Ａ４版、くるみ綴じ、60頁程度、基本で単色だが 20頁ほどカラー、100部 

 

(２)概要版：Ａ４版、８頁程度、カラー、300部 

 

（３）（１）・（２）の電子データ（データ加工が可能な形式及び PDF形式とし、CD-R等で提 

出すること。詳細は、別途指示する。）。 

 

（４）その他市から指示するもの。 

 

８．業務管理者の要件等 

 本業務で配置する業務管理者等の要件は、次のとおりとする。 

 

（１）業務管理者 

技術的管理を行うものとして、業務管理者を配置すること。なお、業務管理者は、地方

自治体における産業振興に係る計画等の策定・改定支援業務に携わった実績があるもので

あること。 

（２）業務担当者、業務実施体制の構築   

本業務の実施に当たって、適切な業務担当者の配置及び業務実施体制を構築すること。 

 

 



９．留意事項 

（１）本業務の遂行に当たっては、市担当職員と業務管理者、業務担当者は常に密接 

な共有・連絡を行い、業務方針及び条件等の疑義を正すとともに、本市の意向に 

沿った提案・アドバイス等を行うものとする。また、必要に応じて打合せを実施 

し、その内容についてはその都度受託者において記録し、相互に確認するものと 

する。 

 

（２）会議等の運営支援、連絡調整及びその他のコンサルティングを行うに当たって 

は、必要な人員を確保し、十分な体制を確保すること。 

 

（３）配置された業務管理者、業務担当者は、病休・退職・死亡など極めて特別な理 

由を除き変更することはできない。変更することがやむを得ない場合は、市の承 

諾を得ること。 

 

（４）市は、受託者の担当者が業務の遂行につき著しく不適当と認められるものがあ 

るときは、受託者に対して、その理由を明示した書面により必要な措置を請求す 

ることができる。 

 

（５）本件に係る費用の支払いについては、各年度の履行完了後、年度ごとに一括で 

支払うものとする。 

 

（６）説明会や提案等に係る資料については、受託者が作成するものとする。 

 

（７）本業務の実施に当たり、市の有する資料等の貸与が必要な場合には、受託者よ 

り書面で申し出るものとする。貸与した資料については、業務終了時に速やかに 

返却すること。 

 

（８）業務遂行上不明な点については、市に報告し、その指示に従うものとする。 

 

（９）本業務により作成された成果物、著作権等の権利は、全て市に帰属し、市が自 

由に編集の上、公表できるものとする。 

 

（10）本業務の遂行のために個人情報を取り扱う場合は、国分寺市個人情報の保護に 

関する法律の運用に関する条例を遵守しなければならない。 

 

（11）本仕様書に明記されていない事項については、双方協議の上決定するものとす 

る。 

 



10．担当 

市民生活部 経済課 042-312-8613 


